環境様式第2号
65歳超雇用推進助成金（高年齢者雇用環境整備支援コース）雇用環境整備計画書（変更）

認定を受けた雇用環境整備計画について変更の認定を受けたいので、裏面留意事項を承諾のうえ関係書類を添付し申請します。
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構　理事長　 殿

１　申請事業主
	1 提出年月日
	令和　　　年　　　月　　　日
	②主たる事務所の雇用保険適用事業所番号
	　　　　　　－　　　　　　　　　　　　－
	③雇用保険適用事業所数
	　　　箇所

	④事業主の名称
	ﾌﾘｶﾞﾅ　
	⑤代表者
職名・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	　　　　
	
	

	⑥主たる事務所の所在地　
	ﾌﾘｶﾞﾅ　　

	
	〒　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　-　　　　　　-　　　　　　　　

	⑦計画認定日
	平成　　　年　　　月　　　日
	⑧認定番号
	　　　　　　－　　　　　　
	⑨計画期間
	平成　　　年　　　月　　　日～平成　　　年　　　月　　　日


２　申請事業所
※上記１③で雇用保険適用事業所が複数ある場合、記入してください。
	①事業所の名称
	ﾌﾘｶﾞﾅ　　
	②雇用保険適用事業所番号
	　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　－　

	
	　　　　　
	
	

	③事業所の
所在地
	ﾌﾘｶﾞﾅ　　
	④事業所責任者
職名・氏名
	　　　
　　　　　　　　　　　　

	
	〒　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　-　　　　　　-　　　　　　　
	
	


３　雇用環境整備計画の変更について
（１）変更の内容
□　雇用環境整備計画期間の延長　（終了日：平成　　　　年　　　　月　　　　　日）
□　雇用環境整備計画期間延長以外の変更

	変更前
	変更後

	
	


（２）変更の理由

	


（３）変更による高年齢者雇用環境整備措置への影響・効果等

	


事業所担当者、提出代行者等
	事業所担当者
	職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 電話番号　　　 　　　－　　 　　　－　　　 　　
	
	※処理欄

	提出代行者
事務代理者
代理人
	（ 提出代行者 ・ 事務代理者 ・ 代理人 ） ※いずれかを選択　　　　　作成年月日　 令和　　　年　　　　月　　　　日
住所　　〒　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　
職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 　　電話番号　　　　　 　－　　　 　　　－　　　　 
	
	計画変更

認定日
	令和　　　　年 　　　月 　　日

	
	
	
	計画変更
認定番号
	

	
	
	
	


留意事項（65歳超雇用推進助成金（高年齢者雇用環境整備支援コース）雇用環境整備計画書（変更））
１　記入上の注意
(1) 「１　申請事業主」について　※計画書（変更）提出日の前日における状況を記入してください。
[①欄]～[⑨欄]は、必ず記入してください。
 [⑦欄][⑧欄]　雇用環境整備計画認定通知書の認定日を[⑦欄]に、認定番号を[⑧欄]に、記入してください。

(2) 「２　申請事業所」については、雇用環境整備計画書と同じ内容を記入してください。

(3) 「事業所担当者、提出代行者等」の「事業所担当者」欄は、社会保険労務士等が代行する場合でも必ず記入してください。

(4) 提出代行者、事務代理者又は代理人が提出する場合、「提出代行者・事務代理者・代理人」欄に記載をしてください。
２　提出上の注意
雇用環境整備計画書（変更）は、雇用環境整備計画の変更に係る取組を開始しようとする日から起算して１か月前の日までに、雇用環境整備計画書を提出した支部高齢・障害者業務課（東京、大阪においては高齢・障害者窓口サービス課）に提出してください。
　雇用環境整備計画期間の延長以外の変更の場合、審査に必要な書類等を提出してください。
	３　申請に当たっての注意
(1) 雇用環境整備の措置は、雇用環境整備の実施期間内に実施しなければなりません（実施とは、措置に係る契約、発注、納品、制度の施行等のことをいいます）。実施期間の開始日より前に発注又は契約を行った場合、及び実施期間内に納品、制度の施行等が完了していない場合は、助成金の支給を受けられません。
(2) 助成金の支給を受けた事業主は、環境整備計画の実施により取得した50万円以上の機械設備等を支給決定日から起算して１年を経過した日までの
期間、転用、譲渡、売却、解約又は改造はできません。ただし、特段の事情により転用、譲渡、売却、解約又は改造する必要がある場合、事前に機構の承認を受ければその限りではありません。機械設備等を転用、譲渡、売却、解約又は改造したことを発見した場合は、支給決定を取り消し、返還を求めることがあります。
(3) 助成金の支給に関して、調査又は報告を求める場合があります。 求められた書類等が機構の定める期限までに提示又は提出されない場合には、助成
金は支給しません。

(4) 不正受給を行った事業主は、助成金の返還を求められることがあります。
(5) 不正受給を行った事業主は、当機構ホームページで公表します。公表の内容は以下のとおりです。
・事業主の名称、代表者氏名
・事業所の名称、所在地、概要
・不正受給の金額、内容
手段が悪質な場合などは、刑事事件として告発することがあります。

(6) 機構に提出した雇用環境整備計画書、添付書類の写しなどは、支給決定されたときから５年間保管しなければなりません。
(7) 助成金の認定・不認定の決定、支給・不支給の決定、支給決定の取消しなどは、行政不服審査法上の不服申立ての対象とはなりません。
(8) 社会保険労務士又は社会保険労務士法人でない者が、報酬を得て、社会保険労務士法第２条第１項第１号から第２号までに掲げる業務を業として行った場合、社会保険労務士法第２７条に違反となり、処罰される場合があります。




＊受付印

















＊受付番号









